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1 市議会

2 沿革（旧１市５町）
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市議会・財政5.

五島市は平成16年８月１日、福江市、南松浦郡富江町・玉之浦町・三井楽町・
岐宿町・奈留町の１市５町が合併（新設合併）して誕生しました。

南松浦郡福江村・奥浦村・崎山村・本
山村・大浜村・椛島村・久賀島村が発
足
福江村が町制施行により福江町に
福江町、奥浦村、崎山村、本山村、大
浜村が合併して福江市制を施行
椛島村を編入
久賀島村を編入

南松浦郡富江村が発足
町制施行により富江町に
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○旧福江市
明治22年４月

大正８年10月
昭和29年４月

昭和32年３月
昭和32年11月
○旧富江町
明治22年４月
大正11年９月

南松浦郡玉之浦村が発足
町制施行により玉之浦町に

南松浦郡三井楽村が発足
町制施行により三井楽町に

南松浦郡岐宿村が発足
町制施行により岐宿町に

南松浦郡奈留村が発足
町制施行により奈留町に

　平成16年８月１日に発足した五島市
議会は、旧１市５町の議員がそのまま
新市議会の議員となる在任特例により
91人でしたが、平成17年１月30日に
議会解散を問う住民投票があり「賛成

多数」で即日解散。平成17年２月27日の選挙で、定数
26人の新しい議会がスタートしました。

　その後、合併後の人口が毎年1,000人規模で減少して
いることや行財政改革に対して議会みずから範を示す
との立場から議員定数等調査特別委員会を発足し、26
人の定数を平成21年２月の市議会議員選挙から22人
に、さらに平成29年２月に予定されている次回選挙か
らは20人に削減することとしています。

五島市議会議長　荒尾正登
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○旧玉之浦町
明治22年４月
昭和８年11月
○旧三井楽町
明治22年４月
昭和15年11月
○旧岐宿町
明治22年４月
昭和16年４月
○旧奈留町
明治22年４月
昭和32年11月



2 財政

市議会・財政5.
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●平成27年度一般会計当初予算

3 歳入歳出決算の状況

4 特別会計決算の状況

●平成25年度一般会計決算

●平成25年度特別会計決算

歳出合計
315億9,425万4千円

歳出合計
139億1,806万3千円

歳入合計
331億4,567万2千円

市税
3,734,597市債

5,144,200

市債
3,350,100

地方交付税
14,859,501

地方交付税
14,117,000

地方譲与税
236,870

議会費
220,837

諸支出金
2,974

港湾整備
24,568

診療所
79,593

公設小売市場
4,363

大浜財産区
5,939

本山財産区
2,362

土地取得
633

国民健康
（事業勘定）
6,380,243

下水道
9,375

と畜場
6,500

利子割交付金
6,533

配当割交付金
9,753

株式等譲渡所得割交付金
13,399

ゴルフ場利用税交付金
5,975

自動車取得税交付金
38,779

国有提供施設等
助成交付金
14,350

地方特例交付金
4,904

労働費
21,758

地方消費税交付金
344,194

ゴルフ場利用税交付金
5,796

自動車取得税交付金
18,718

地方特例交付金
4,609

交通安全対策特別交付金
5,692

分担金及び負担金
247,469

交通安全対策特別交付金
4,873

分担金及び負担金
171,441

使用料
170,623

手数料
114,792

使用料
171,563

手数料
116,054

財産収入
91,902

寄附金
21,624

繰入金
187,437

繰越金
997,216

諸収入
533,205

諸収入
266,699
繰越金
1

繰入金
663,296
寄附金
16,002
財産収入
79,501

国庫支出金
3,852,669

県支出金
2,507,786

総務費
3,742,475

民生費
6,881,630

消防費
3,087,684

教育費
3,172,764

公債費
5,267,009

衛生費
4,088,025

農林水産業費
2,667,060

商工費
888,436

土木費
1,468,799

災害復旧費
84,803

議会費
239,335

諸支出金
19,345

予備費
30,000

総務費
2,955,971

民生費
7,711,907

土木費
1,660,758

教育費
3,029,597

公債費
4,259,960

衛生費
4,628,464

労働費
21,952

農林水産業費
2,138,910

商工費
805,992

災害復旧費
14,804

消防費
981,005

国民健康
（直営診療施設勘定）

500,662

介護保険
（事業勘定）
5,818,468

　市の平成25年度決算では、一般会計歳入決算額合計
は331億円で、そのうち自主財源となる地方税は37億
円、歳入総額の11.3％となっています。
　地方交付税は、149億円で歳入総額の44.8％を占め、
これに国県支出金などをあわせた依存財源は歳入総額
の81.6％、270億円になります。
　歳出総額は316億円で、このうち人件費・扶助費・公
債費の義務的経費が148億円と歳出総額の46.7％を占
めています。
　市税等の自主財源に乏しく事業財源を起債に頼らざ
るを得ないため、実質公債費比率が高くなっています。
また、財政の硬直化を判断する経常収支比率も高く
90.8％となっています。財政力指数は0.24となってお
り、県下市町平均（0.38）と比べても低くなっています。
なお、五島市は過疎地域自立促進特別措置法及び離島
振興法の指定を受けています。

介護保険
（介護サービス事業勘定）

45,965

交通船
40,345

簡易水道
528,057

後期高齢者医療
470,990

単位：千円

単位：千円

単位：千円

歳入合計
284億9,800万円

歳出合計
284億9,800万円

市税
3,207,587 

地方譲与税
224,292 

利子割交付金
5,866

配当割交付金
4,266

株式等譲渡所得割交付金
997 

地方消費税交付金
430,497

国庫支出金
3,220,554

県支出金
2,406,018国有提供施設等

助成交付金
14,472




